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金融市場のイベントをチャンスに変える；
今日はひとつずつ整理をしましょう



情報提供資料

2 最終ページの「ご注意点」を必ずご確認ください。

S&P 500 および米国10年国債利回り

（出所）Refinitiv、フィデリティ・インスティテュート。
（注）データ期間：2021年1月1日～2023年5月31日、日次。
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【最初に確認】最近の株価の動きは? 金利の動きは?
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3 最終ページの「ご注意点」を必ずご確認ください。

【銀行の資産①債券】米国債と住宅ローン担保証券の利回り

（出所）Refinitiv、フィデリティ・インスティテュート。（注）データ期間：1993年1月～2023年5月、月次。「米国住宅ローン担保証券」：Bloomberg U.S. MBS: Agency Fixed Rate MBS USD Index。
あらゆる記述やチャートは、例示目的もしくは過去の実績であり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。
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米銀の問題ってどんなもの?①
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4 最終ページの「ご注意点」を必ずご確認ください。

【銀行の資産②融資】商業用不動産担保証券の利回り

（出所）Refinitiv、フィデリティ・インスティテュート。（注）データ期間：2015年1月～2023年5月、月次。「商業用不動産担保証券」：Bloomberg US CMBS 2.0 USD Index。
あらゆる記述やチャートは、例示目的もしくは過去の実績であり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。
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米銀の問題ってどんなもの?②
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5 最終ページの「ご注意点」を必ずご確認ください。

（出所）Refinitiv、フィデリティ・インスティテュート。（注）データ期間：2023年1月1日～2023年5月31日、日次。トータルリターン（配当込み）。
あらゆる記述やチャートは、例示目的もしくは過去の実績であり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。

米国株式の2023年・年初来騰落率
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米銀の問題は、いまどう考えられている?①
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6 最終ページの「ご注意点」を必ずご確認ください。

中小銀行の顧客預金残高
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（出所）米連邦準備制度理事会（FRB）、Refinitiv、フィデリティ・インスティテュート。（注）データ期間：2019年1月～2023年5月17日、週次。
あらゆる記述やチャートは、例示目的もしくは過去の実績であり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。

（兆ドル）

米銀の問題は、いまどう考えられている?②
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7 最終ページの「ご注意点」を必ずご確認ください。

米国の商業銀行および貯蓄機関の資本金額とROA（総資産利益率）
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（出所）米連邦預金保険公社（FDIC）、フィデリティ・インスティテュート。（注）データ期間：1984年1-3月～2022年10-12月、四半期次。ただし、「ROA」は、最終利益を4四半期合計し、総資産（各1期前）の4四半期平
均値で除した。試算は、総資産を2022年12月末時点で固定し、リーマン危機時のROAの推移で今後の最終利益の推移を算出、2022年12月末時点の株主資本金額に逐次合計。
あらゆる記述やチャートは、例示目的もしくは過去の実績であり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。

ROA（右軸）

株主資本金額
（リーマン危機時は
資本受け入れ；左軸）

（兆ドル）

ROAの想定→→→

（リーマン危機時と
同様にROAが
低下する場合；右軸）

株主資本金額の試算
（リーマン危機時と
同様にROAが
低下する場合；左軸）

米銀の問題は今後、どうなりそう?①
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8 最終ページの「ご注意点」を必ずご確認ください。
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米銀の貸出基準（厳格化した銀行マイナス緩和した銀行）

（出所）米連準備制度理事会（FRB）、全米経済研究所（NBER）、Refinitiv、フィデリティ・インスティテュート。（注）データ期間：1990年1-3月～2023年1-3月、四半期次。「商業用不動産向け」は事業用建物、「企業向
け」は小規模企業、「家計向け」はクレジットカード。あらゆる記述やチャートは、例示目的もしくは過去の実績であり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。
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米銀の問題は今後、どうなりそう?②
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9 最終ページの「ご注意点」を必ずご確認ください。

（出所）米連準備制度理事会（FRB）、全米経済研究所（NBER）、米経済分析局（BEA）、Refinitiv、フィデリティ・インスティテュート。（注）データ期間：1965年1月～2023年5月、月次。ただし、「インフレ率」
は、個人消費支出デフレーターの前年同月比で、2023年4月まで。あらゆる記述やチャートは、例示目的もしくは過去の実績であり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。

米国の政策金利とインフレ率
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10 最終ページの「ご注意点」を必ずご確認ください。

（出所）全米経済研究所（NBER）、米労働統計局（BLS）、Refinitiv、フィデリティ・インスティテュート。（注）データ期間：1960年1月～2023年4月、月次。
あらゆる記述やチャートは、例示目的もしくは過去の実績であり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。
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11 最終ページの「ご注意点」を必ずご確認ください。

失業率が最低水準から0.3%ポイント上がった後の株価
（景気後退に至った8回の平均値）

（出所）米労働統計局（BLS）、全米経済研究所（NBER）、Refinitiv、フィデリティ・インスティテュート。（注）サンプル期間：1964年1月～2023年4月、月次。
あらゆる記述やチャートは、例示目的もしくは過去の実績であり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。
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（失業率が最低水準から
0.3%ポイント上がった時点のS&P 500＝100）

景気後退で株価はどうなる?①
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12 最終ページの「ご注意点」を必ずご確認ください。
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失業率が最低水準から0.3%ポイント上がった後の株価
（景気後退に至った8回およびそれらの平均値）

2020年（失業率が最低水準から
0.3%ポイント上がった時点のS&P 500＝100）

（出所）米労働統計局（BLS）、全米経済研究所（NBER）、Refinitiv、フィデリティ・インスティテュート。（注）サンプル期間：1964年1月～2023年4月、月次。
あらゆる記述やチャートは、例示目的もしくは過去の実績であり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。

景気後退で株価はどうなる?②
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13 最終ページの「ご注意点」を必ずご確認ください。

ご注意点

ご注意） 上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。

費用の料率につきましては、フィデリティ投信が運用するすべての公募投資信託のうち、徴収する夫々の費用における最高の料率を記載しておりますが、当資料作成以降において変更と
なる場合があります。
投資信託に係るリスクや費用は、個々の投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、事前に良く目論見書や契約締結前交付書面をご覧下さい。

MK230601-2

⚫ 当資料は、信頼できる情報をもとにフィデリティ投信が作成しておりますが、正確
性・完全性について当社が責任を負うものではありません。

⚫ 当資料に記載の情報は、作成時点のものであり、市場の環境やその他の状況に
よって予告なく変更することがあります。また、いずれも将来の傾向、数値、運用結
果等を保証もしくは示唆するものではありません。

⚫ 当資料に記載されている個別の銘柄・企業名については、あくまでも参考として申
し述べたものであり、その銘柄または企業の株式等の売買を推奨するものではあ
りません。

⚫ 当資料にかかわる一切の権利は引用部分を除き当社に属し、いかなる目的であ
れ当資料の一部または全部の無断での使用・複製は固くお断りいたします。

⚫ 投資信託のお申し込みに関しては、下記の点をご理解いただき、投資の判断はお
客様自身の責任においてなさいますようお願い申し上げます。なお、当社は投資
信託の販売について投資家の方の契約の相手方とはなりません。

⚫ 投資信託は、預金または保険契約でないため、預金保険および保険契約者保護
機構の保護の対象にはなりません。

⚫ 販売会社が登録金融機関の場合、証券会社と異なり、投資者保護基金に加入し
ておりません。

⚫ 投資信託は、金融機関の預貯金と異なり、元本および利息の保証はありません。

⚫ 投資信託は、国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とし投資

⚫ 元本が保証されていないため、当該資産の市場における取引価格の変動や為替
の変動等により投資一単位当たりの価値が変動します。従ってお客様のご投資さ
れた金額を下回ることもあります。又、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対
象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、リスクの
内容や性質が異なりますので、ご投資に当たっては目論見書や契約締結前交付
書面を良くご覧下さい。

⚫ 投資信託説明書（目論見書）については、販売会社またはフィデリティ投信までお問い
合わせください。なお、販売会社につきましては以下のホームページ
（https://www.fidelity.co.jp/）をご参照ください。

⚫ ご投資頂くお客様には以下の費用をご負担いただきます。

•申込時に直接ご負担いただく費用・・・・・・申込手数料 上限 3.85%（消費税等
相当額抜き3.5%）
•換金時に直接ご負担いただく費用・・・・・・信託財産留保額 上限 0.3％

•投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用・・・・・・信託報酬 上限
年率2.123%（消費税等相当額抜き1.93%）

•その他費用・・・・・・上記以外に保有期間等に応じてご負担頂く費用があります。
目論見書、契約締結前交付書面等でご確認ください。

※当該手数料・費用等の上限額および合計額については、お申込み金額や保有期間
等に応じて異なりますので、表示することができません。

※ファンドに係る費用・税金の詳細については、各ファンドの投資信託説明書（目論見
書）をご覧ください。



お取引にあたっての手数料等およびリスクについて

手数料等およびリスクについて

ご投資にあたっての留意点

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店担当者）経由で国内委託取引を行なう場合、約定
代金に対して最大1.26500％（但し、最低2,750 円）の委託手数料（税込）が必要となります。また、外国株式等の外国取引にあ
たっては約定代金に対して最大0.99000％の国内取次手数料（税込）に加え、現地情勢等に応じて決定される現地手数料および税金
等が必要となります。

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動（裏付け資産の価格や収益力の変動を含みます）による損失が生じるおそれがあります。
また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変動等による損失が生じるおそれがあります。

 信用取引を行なうにあたっては、売買代金の30％以上で、かつ30 万円以上の委託保証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委
託保証金で多額の取引を行なうことができることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただ
きます。円貨建て債券は、金利水準の変動等により価格が上下し、損失が生じるおそれがあります。外貨建て債券は、金利水準の変
動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務
状況等の変化、およびそれらに関する外部評価の変化等により、損失が生じるおそれがあります。

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された各種手数料等（最大3.3％（税込）の購入時手数料、換金時には、1口
（当初1口＝1,000円）につき最大22円（税込）の解約手数料や最大0.5％の信託財産留保額、間接的にかかる費用として、運用管理
費用（国内投資信託の場合には信託報酬として最大年率2.420％（税込）、外国投資信託の場合には管理報酬等として最大年率
3.755%程度）、その他運用実績に応じた成功報酬やその他の費用・手数料等（運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額
等を表示することができません））をご負担いただく場合があります。また、各商品等には価格の変動等による損失が生じるおそれ
があります。

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお
読みください。各商品の目論見書等のご請求は、大和証券のお取引窓口までお願いいたします。

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示が行なわれていないものもあります。

商号等 ：大和証券株式会社 ／ 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会、
一般社団法人日本STO協会
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